
Ⅰ．はじめに

　大分県は，県土の７２％が森林であり，農林業の大半は，中山間

地域といわれる地域で行われている。このため，水源涵養など県

土と県民の生活環境を守るためにも，これらの地域に人を残し生

活できる経済環境を維持していくことが農林業における重要な施

策となっている。このような現状の中で，乾シイタケは重要な収

入源として位置付けられてきたが，より現実的な現場対応の一環

として，他の農作物との組合せによる収入確保の可能性を具体的

なデータを用いて検討することが普及指導に有効と考えられる。

　そこで，平成１７年度に作成された「農業経営管理指標」（2）

をもとに，乾シイタケを中心とした複合経営の作物の検討を行っ

た結果について報告する。

Ⅱ．調査方法

１．対象作物の選択

　中山間地域の農業経営においても，水稲は主たる構成要素であ

るから，乾シイタケと同様に固定的な作物として取り上げた。

　実際の生産現場では，多種類の作物が生産されているが，今回

は，分析結果をわかりやすくするために，農業管理指標（以下，

指標とする）で取り上げられている作物の中から，乾シイタケと

水稲の他に，主に中山間地域で生産されていると考えられる作物

を１種類追加して検討を行った。

２．分析方法

　分析の手法には，与えられた要因間の関係をすべて一次式で表

し問題を解く，線形計画法（1，3）を用いた。

　線形計画法においては，一次式を構成する要因を制約条件とし

て表し，今回は，労働時間と耕作面積の２条件とした。労働条件

については，夫婦２人（両者ともに６５才未満）での経営とし，能

力換算値を男性１．０，女性０．８として労働投入可能時間の計算を

行った。耕作面積条件は，水稲および畑作がどちらも耕作可能と

し合計２ ha と１ ha の２条件とし，乾シイタケのほだ場面積は

０．５ha とした。

　目標成果（目的関数）は，粗収入から経費を差し引いた農業収

入（自家労賃を含む）を最大にすることとし，そのための各作物

ごとの栽培面積を求めた。

　なお，分析に用いたソフトウェアは，「独立行政法人　農業生

物系特定農業技術研究機構　中央農業総合研究センター」より公

開されている「XLP」プログラムを使用した。

Ⅲ．結果および考察

１．結果

　労働投入可能時間の計算結果を表－１に示した。この結果と農

業経営管理指標に記載されている各作物ごとの作業時間から月別

の労働時間占有率（必要労働時間／投入可能労働時間）を求め，

分析のための制約条件（制約条件の対象となる月）を選定した。

選定の基準は，①対象作物の月別の労働時間占有率が最大の月，

②組み合わせた作物の合計の労働時間占有率が最大の月とし，②

の条件において合計の占有率が１を超える組合せについては，対

象作物から除外することとした。
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表－１．月別労働投入可能時間の試算結果

月労働可能時間
（時間）

投入可能労働力
（人日）

日労働時間
（時間）

月労働日数
（日）

３８８．８１．８８２７１月
３４５．６１．８８２４２月
４３７．４１．８９２７３月
４２１．２１．８９２６４月
４３７．４１．８９２７５月
４６８．０１．８１０２６６月
４８６．０１．８１０２７７月
４８６．０１．８１０２７８月
４６８．０１．８１０２６９月
４３７．４１．８９２７１０月
４２１．２１．８９２６１１月
３８８．８１．８８２７１２月

５１８５．８３１７集計



　上記の労働制約条件と耕作面積の制約条件をもとに分析を行っ

た結果を，耕作面積が２ ha の場合を表－２に，耕作面積が１ ha

の場合を表－３に示した。表から，耕作面積が２ ha の場合はす

べての組合せで農業経営上目標とされる４００万円以上の収益と

なっていたが，耕作面積１ ha の場合は，だいこんなど４種類が

４００万円の収益を下回っていた。

２．考察

　労働時間の制約条件では，２月と５月に制約が多くみられ，２月

は主に乾シイタケの接種・伏せ込み・採取・乾燥といった作業と

労働日数が他の月より少ないこと，５月については水稲の作業が

主たる影響を与えていると考えられる。その他の作物については，

８月など主たる収穫時期が影響していると考えられる。

　畑作と水稲の関係については，耕作面積が２ ha の場合は，だ

いこんを除いて水稲の経営面積が大きかったが，水稲が他の作物

と比較して機械化が進み効率的な生産が行われているためと考え

られる。しかし，実際の生産現場では，大面積の圃場がとれない

ことから，全体としての生産効率は低下することが予想され，現

場の状況とは一致しない点があると考えられる。

　一方，耕作面積が１ ha の試算結果では，作物によっては水稲

の耕作面積が０となる場合がみられた。これは，水稲は単位面積

当たりの生産効率は高いが収益性が他の作物より低めという特徴

が影響したものと考えられる。

　乾シイタケについては，どの作物と組み合わせても経営面積

（ほだ場面積）が大きく変化しないことから，夫婦２人の１．０～

１．５t程度の生産であれば複合経営の基幹作物として位置付けられ

ることが明らかとなった。

　また，今回は経営管理指標が優良生産者のデータに基づき作成

されているため，個別の作物についての詳細な検討は行わなかっ

たが，生産現場における普及指導の取り組みにより個別の詳細な

データが得られれば，この分析手法は実質的な収入（経営管理指

標では利潤として表記されている）を含めた検討を行うことが可

能であり，この特長を生かした経営面からみた実際的な普及指導

が可能と考えられる。

Ⅳ．おわりに

　今回の分析では机上のデータを用いたが，生産現場において特

に収集困難なデータはなく，個々の生産者の状況（作物ごとの労
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表－２．組み合わせ作物別の試算結果（耕作面積２ ha）

制約条件
（月投入可能労働力）

総　収　益
（千円）

水稲中山
（固定）

シイタケ乾
（固定）

組合せ作目

耕作面積
（千m２）

耕作面積
（千m２）

耕作面積
（千m２）

名称

２月，５月，８月５，６７６１８．６１１３．３８５１．３８９キュウリ

２月，５月，８月５，２５４１８．７４７３．３８５１．２５３トマト

２月，５月，８月５，５５５１８．７５２３．３４８１．２４８なす

２月，４月，５月５，５１１１８．０３２２．８６０１．９６８ピーマン（山間地）

２月，５月，７月，９月６，５０５１８．５８８２．８２６１．４１２ピーマン（中間地）

２月，５月，１０月４，５６０６．８１７３．４０８１３．１８３だいこん

２月，５月，９月４，１９５２０．０００３．３８２０．０００キャベツ

２月，５月，７月，９月４，７７９１８．０６５３．３８６１．９３５ほうれんそう

２月，５月，８月４，６１１１３．５５０２．８２０６．４５０白ネギ

２月，５月，１０月４，３４５１０．４５５３．４０１９．５４５レタス

２月，５月４，３６０１２．０３４３．３９８７．９６６スイートコーン

２月，５月，１１月４，６９５１８．５２０３．３５６１．４８０セルリー

表－３．組み合わせ作物別の試算結果（耕作面積１ ha）

制約条件
（月投入可能労働力）

総　収　益
（千円）

水稲中山
（固定）

シイタケ乾
（固定）

組合せ作目

耕作面積
（千m２）

耕作面積
（千m２）

耕作面積
（千m２）

名称

２月，５月，８月５，１６０８．５０１３．４０５１．４９９キュウリ

２月，５月，８月５，０１６８．２７９３．４０５１．７２１トマト

２月，５月，８月５，０２９８．６５３３．３６５１．３４７なす

２月，４月，５月４，８８３８．０２５２．８７８１．９７５ピーマン（山間地）

２月，５月，７月，９月６，３１６８．３１６２．７３９１．６８４ピーマン（中間地）

２月，５月，１０月３，８３９０．０００３．４２２１０．０００だいこん

２月，５月，９月３，５６２１０．０００３．４０２０．０００キャベツ

２月，５月，７月，９月４，１４６８．０６５３．４０６１．９３５ほうれんそう

２月，５月，８月４，０１０３．０４０２．７９６６．９６０白ネギ

２月，５月，１０月３，７１９０．０００３．４２２１０．０００レタス

２月，５月３，７６９０．０００３．４２２１０．０００スイートコーン

２月，５月，１１月４，０５９８．５２８３．３７６１．４７２セルリー



働時間や収入など）がある程度の正確さで把握できれば，実際の

データに基づいた個別対応が可能であり，普及指導上の利用価値

は高いと考えられる。一方，今回の分析結果は，元となった経営

管理指標の作成の意図および経緯から考えると生産者や普及指導

上の目標数値として十分利用可能と考えられる。

　また，生産構造を生産者個人単位の場合と同一とみなすことが

できれば，制約条件の設定を変えることによって集落単位（集落

営農）の対応も可能と推定される。

　今後は，経営分析とあわせたかたちでの分析を行い，経営規模

を含んだ経営モデルの作成について検討を進めていきたい。
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